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A. 研究目的 

産後うつ病」は現在でこそ一般認知度の高

いワードであるが、妊娠・出産に関しての

メンタルヘルスを厚生労働省が個別項目と

して政策に挙げるようになったのは、ここ

15年程度の話である。 

 世界において古くは 1980 年台より産後う

つ病についてのコントロールスタディが報

告されているが、国内に関して言えば、平

成 13 年度厚労科研（中野仁雄班）が国内

3370 名の褥婦を対象に行った大規模研究

「産後うつ病の実態調査ならびに予防的介

入のためのスタッフの教育研修活動」が報 

告されたことから始まる。その報告では保

健施設が行う産後 120 日以内の母子訪問に

おいて、エジンバラ産後うつ病質問票

（EPDS）9点以上をカットオフとした場合、

13.9％の褥婦が該当しており、産後うつ病

に罹患していると推測された。さらに過年

度の研究では、その中核となる産後大うつ

病の罹患率は 5％とされた。 

加えて産後うつ病は児童虐待を減らす上で

も重要な因子となる。厚生労働省社会保障

審議会児童部会の児童虐待等要保護事例の

検証に関する専門委員会から毎年出される

「子ども虐待による死亡異例等の検証結果

等について」という報告の中に、望まない

妊娠・出産を理由に、実母が一人で自宅分
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援事業と定められた中に①産前産後サポート事業、②産後ケア事業、③妊娠・出産包括支援緊急

整備事業、④妊娠・出産包括支援推進事業、の 4つが条文化され、平成 30年度より多くの自治体
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で行い、平成 30年度よりエジンバラ産後うつ病質問票（EPDS）で行うこととした。 

当院で分娩した対象妊婦 775 人のうち 542 人がこの事業を利用し（70％）、うち 1 名が継続見守

りの対象となり地域保健の見守り下で育児をしている。 
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娩をし、その日のうちに子を殺める事例が

児童虐待死の 44％を占める、という衝撃的

な記載がある。このような「望まない妊娠・

出産」を抱えた妊産婦、育児不安や孤立感

を抱える妊産婦が産科診療機関や市町村相

談窓口へ中々足を運ばないことである。そ

こで分娩後早期に母親のメンタルヘルスや

育児に対する状況・気持ちを理解し、母親

への包括的なサポートを行うため、上記マ

ニュアルでは自己記入式質問票として「育

児支援チェックリスト」「エジンバラ産後う

つ病質問票（EPDS）」「赤ちゃんへの気持ち

質問票」の 3 つを使用することが推奨され

た。そこで厚労省も、雇児発第 0823001 号

要項が平成 28年 1月に改訂され、妊娠・出

産包括支援事業と定められた中に①産前産

後サポート事業、②産後ケア事業、③妊娠・

出産包括支援緊急整備事業、④妊娠・出産

包括支援推進事業、の 4つが条文化された。

①〜③については任意事業とされているが、

産後ケア事業については多くの自治体が平

成 28年度より活動を始めており、日帰り型

やショートステイ型、訪問型など個々にプ

ランを組んで事業を開始している。これら

を受けて平成 28年度より、大阪南部の泉佐

野市では産後 2 週間サポートを試験的に開

始した。当該地域で行う産後 2 週間サポー

ト事業手引では、必須項目として産婦に対

し：問診、血圧測定、尿検査、乳房・授乳

指導、育児相談（抱っこやおむつ替えなど

の関わり方の指導を含む）、赤ちゃんへの気

持ち質問票、乳児に対し：体重測定、身体

チェック、保健指導（スキンケアなど）と

して制定している。この地域では日本産婦

人科学会発刊の「妊娠等について悩まれて

いる方のための相談援助事業関連マニュア

ル・平成 26年 3月」で提示されている自己

記入式質問票の中から「赤ちゃんへの気持

ち質問票」を採り入れており、赤ちゃんへ

の気持ち質問票で特定項目にチェックをし

た要フォロー者は数日以内に居住市/町の

保健センターや健康課などへ通達すること

としている。 

本研究ではりんくう総合医療センターで分

娩し、平成 28年 4月から平成 29年 12月ま

での泉佐野市の事業を利用した産婦の産後

健診の結果を解析した。 

 

B. 研究方法 

平成 28年 4月より平成 30年 12月までのり

んくう総合医療センターで分娩した当該事

業対象者には助産師が事業の説明を行い、

産後 2週間目に来院させ、問診、血圧測定、

尿検査、乳房・授乳指導、育児相談（抱っ

こやおむつ替えなどの関わり方の指導を含

む）、赤ちゃんへの気持ち質問票、乳児に対

し：体重測定、身体チェック、保健指導（ス

キンケアなど）を行い、その結果を集計し

た。 

 

C. 研究結果 

平成 28年 4月より平成 30年 12月までのり

んくう総合医療センターで分娩した 1321

人中、当該事業対象者は 775 名であった。

このうち、産後 2 週間目の健診に来院した

ものは 542名で 70％であった。 

問診、血圧測定、尿検査、乳房・授乳指導、

育児相談、乳児体重測定、身体チェックで

見守りが必要と判定したものは 1 名、赤ち

ゃんの気持ち質問票（図１）で見守りが必

要と判定されたものは５例であった。 
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対象の拡大と共に受診者は増えたが、受診

指導に応じた妊婦は分娩月により多少の違

いはあるもののほぼ 7 割の受診となった

（図２）。産婦への聞き取りでは、85.5％の

産婦が産後健診によって育児や自分の身体

への不安が減ったと回答している。 

 

D. 考察 

当該期間の受診率が 70％であったことは、

産婦のニーズにも合致しているのではない

かと考える。しかし、妊娠中より見守りが

必要であると考えられていた妊婦や未受診

であった妊婦は産後健診を受診して居らず、

最も見守りが必要と考えられる産婦は受診

していない。 

今期用いられた「赤ちゃんの気持ち質問票」

では、0.85％の産婦が見守り対象として抽

出され、現在地域の保健師が見守りを継続

している。 

更に 85.5％の産婦が産後健診で不安が減っ

たと回答しており、産後健診事業は見守り

が必要な産婦を抽出するということのみな

らず、多くの育児困難とは考えられない産

婦にとっても有用な制度になり得る。 

 

E. 結論 

産後健診事業は多くの育児困難とは考えら

れない産婦にとっても有用な制度になり得

るが、妊娠中から見守りが必要であると考

えられた産婦などには保健師や助産師によ

る訪問事業の併用が望ましいと考えられる。 

  

F．健康危険情報 

特になし 

 

 

G. 研究発表 

平成 29 年度泉州広域母子医療センター症

例検討会 

1．論文発表 

なし 

 

2．学会発表 

 

1) 第 70回日本産科婦人科学会 

（予定） 

2)第 54回日本周産期・新生児学会（予定） 

  

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む。） 

 

１．特許取得：なし 

２．実用新案登録：なし 

３．その他：なし 

 

I．問題点と利点 

特になし 

 

J．今後の展開 

現在産後 2 週間健診後一ヶ月検診などで再

度「赤ちゃんの気持ち質問票」を施行し、

産婦の心理状況がどう変化するのかについ

て検討を開始している。 

当該地域では平成 30 年 4 月より、「赤ちゃ

んの気持ち質問票」を廃止し、EPDS を採用

することとなり、4月以降は EPDS による見

守りが必要な産婦の抽出について検討する

予定である。 
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